
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [111,526円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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実質公債費比率 [18.0%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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類似団体平均

高砂市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
●財政力指数 ： 大規模企業の集中等により類似団体平均より上回る税収があるため、０．９０となっているが、平成７年
度（１．０４）をピークに年々低下している。第３次行政改革を「さらなる改革」として平成２１年度まで延長し行政改革に取
り組む。
●経常収支比率 ： 新規採用の抑制による職員数の減のほか、第3次行政改革に基づく事務事業を見直したこと等によ
り、８８．３％とほぼ類似団体平均と同じになっている。人件費に係るものが３４．６％と比較的高い水準にあるため、給与
の適正化、定員適正化計画の推進を図るなど「さらなる改革」への取組を通じて義務的経費の削減に努める。
●人口１人当たり人件費・物件費等決算額 ： 類似団体に比べやや高くなっているのは、主に人件費が要因となってい
る。これは、主にごみ収集業務や、保育所、市民サービスコーナーなどの施設運営を直営で行っているためである。今後
は民間でも実施可能な部分については、委託化を推進し、また、給与の適正化、定員適正化計画の推進を図るなどコス
トの低減を図っていく方針である。
●ラスパイレス指数 ： 平成１８年度より、人事院勧告に基づく給与構造改革において、国平均を上回る引き下げ等、恒
久的な対策を行った。今後、平成１８年度に行った対策により、給与水準の抑制を図りつつ、より一層の給与の適正化に
努める。

●人口１人当たり地方債現在高 ： 近年大規模事業が少なかったため、人口１人当たり地方債現在高は現在のところ類似
団体平均とほぼ同じ約３３万円となっている。人件費をはじめ義務的な経費の削減を中心とする行政改革を強力に進めると
ともに、新規発行債の抑制を行い、財政の健全化に努める。
●実質公債費比率 ： 普通建設事業費に係る起債の償還に伴い前年度に比べ公債費が約３億円増加し、また、下水道事
業会計の公債費充当繰入金の額が大きいため、類似団体平均を上回った１８．０％となっている。今後控えている大規模な
事業計画の整理・縮小を図り、起債に大きく頼ることのない財政運営に努め、今後７年間で１５％台まで低下させる。
●人口１，０００人当たり職員数 ： 行革集中期間の新規採用凍結により、平成１５～１７年度の３年間で職員数は７８人
（９．１パーセント）の減となっている。定員適正化計画に基づき、職員数の削減に努める。


